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２ 本研究の位置づけ 

 

本章では、まず第１節で低所得者の居住安定問題とわが国の取組みについての概況を整理し1、

第 2 節で重要な概念である「ハウジング・ファースト」について説明する。第 3 節では先行研究のレ

ビューの整理を行う。先行研究のレビューでは、社会福祉領域と建築・工学系領域での研究傾向

の違い等を概観したうえで、それぞれの領域における先行研究を整理し、海外の先行研究につい

てもふれる。そして、第 4 節で先行研究の課題と本研究の位置づけを述べ、第 5 節では本研究で

使用するデータとその分析手法について方法論を説明する。また、制度設計を考える上で重要な

概念となる「家賃滞納の外部不経済性」についても解説する。以上に基づき、第 6 節では本研究の

特長について述べる。 

 

２－１ 低所得者の居住安定問題とわが国の取組み 

 

戦前の日本の住宅状況と戦後の住宅状況は大きく異なる。戦前の日本では賃貸住宅居住世帯

が多かったが、都市部を中心とした戦災による住宅喪失と海外からの復員者・引き揚げ者のための

住宅が新たに必要となったことから、戦後は極端な住宅不足の状況となった。 

そのような状況に対応するための政策的対応として以下のような立法がなされた。 

 1946 年（昭和 21 年）：生活保護法 

 1950 年（昭和 25 年）：住宅金融公庫法、建築基準法 

 1951 年（昭和 26 年）：公営住宅法 

 1955 年（昭和 30 年）：住宅公団法 

このなかで住宅・建築政策に先行していち早く生活保護法が成立していることは、当時の住宅

供給が追いつかない状況のなかで、所得再配分による居住安定を図ったものと考えられる。 

戦後の住宅政策だけではなく、戦前の住宅政策が戦後にも継続され、低所得者の居住安定に

寄与したものとして、地代家賃統制令と借地法・借家法への「正当事由制度」の導入がある。 

地代家賃統制令は、戦争遂行のために国民生活を安定させるために勅令として定められたもの

で 1939 年（昭和 14 年）に施行され、既存の借地借家の賃料の値上げは禁止され、翌年出された

勅令により、新規契約の地代・家賃も統制の対象とされた。戦後も 1946 年（昭和 21 年）にポツダム

勅令となり、その効力が維持され、1952 年（昭和 27 年）の主権回復後も物価統制令と並んで、法

律としての効力が有効とされた。統制対象は次第に縮小され統制の意味は時代とともに薄まった

が、廃止されたのは 1986 年（昭和 61 年）になってからのことである。 

地代家賃統制令は、昭和 16 年（1941 年）の借地法・借家法への「正当事由制度」の導入と合わ

せ、戦後の低所得者の居住安定に大きな貢献があったと考えられる。その一方で、インフレ率より

も低く統制された地代・家賃によって民間賃貸住宅の経営合理性を損ない、低品質な民間賃貸住

宅の建て替えや新規供給を阻害し、供給も潤沢に行われ、どんどん品質が向上した持ち家主体の

社会構造を作り上げていくひとつの要因となったのは歴史の皮肉であろう。 

戦後、国家財政の余力も少なかったこともあり、持ち家政策が住宅政策の中心となったが、それ

を強力に推進したのは、住宅金融公庫法に基づく金融支援と、供給主体としての住宅公団である。

                                                  
1 低所得者向け住宅政策の詳細および生活保護住宅扶助費の制度的変遷については第 3 章で述べる。 
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借家については、公営住宅法によって相当量の公営賃貸住宅が供給されたが、それらは必ずしも

低所得者の居住安定を目的としたものではなかった。 

1960 年代以降は高度成長期であり、不動産価格は上昇を続けたためいわゆる土地神話が生ま

れ、賃貸住宅から持ち家へという、いわゆる住宅双六の時代が訪れた。そして低所得者の多くは民

間賃貸住宅に居住しつつ、貯蓄に励み所得を上げ持ち家を目指すという流れのなかで、低所得

者の居住安定が政策の中心となることはなかった。 

しかし、1990年代のバブル崩壊以降、状況は変化し、公営住宅が老朽化するなか、高齢者や低

所得者が住み続ける残余化が指摘されるようになり（平山 2009・2011 など）、低所得者の居住安定

問題が議論されるようになった。 

それまで住宅政策と社会保障政策としての居住問題は統合的に考えられることは少なかったが、

2004 年には社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告が出され、

2005 年には社会資本整備審議会答申「新たな住宅政策に対応した制度的枠組みについて」 も

発表された。公営住宅についても 2006 年に社会資本整備審議会住宅宅地分科会の「今後の公

的賃貸住宅制度等のあり方に関する建議」があり、最近では 2016 年に社会資本整備審議会住宅

宅地分科会に「新たな住宅セーフティネット検討小委員会」が設置された。 

このような政策検討と並行して、2008 年のリーマンショックによる年越し派遣村の発生を受けた厚

生労働省の住宅手当緊急特別措置事業・生活福祉資金貸付事業見直し・臨時特例つなぎ資金

貸付事業が開始され、2011 年の東日本大震災では大規模な民間賃貸住宅の借り上げ公営住宅

が運営2された。 

こういった状況のなか、持ち家中心政策の次を検討する必要性の指摘（平山 2009・2011）や、家

賃補助政策の必要性の指摘（小田川 2013・2014、阪東 2013、篠原 2013 など）、公営住宅の水平

的・垂直的不公平の指摘（平山 2009）などもあるが、低所得者の居住安定を具体的に担保するた

めの学術的研究も政策検討も十分とは言えない。 

しかし、これだけの人口集中が起きた日本の大都市で、世界各地の大都市で見られるようなスラ

ムが発生しなかった、という事実は戦後の住宅・社会保障政策が一定の成功を収めたとも言えるだ

ろう。 

 

２－２ 人間的生活に必要な居住の安定～ハウジング・ファースト～ 

 

人間的生活を維持するための社会的基盤として住居の重要性が極めて高いことには異論はな

いだろう。住居がなければ住民登録ができず、各種行政サービスを利用することにも制限が発生

する。住居がなければ職につくことにも困難があり、なにより精神的な負担も大きい。 

社会福祉領域の研究では、住居の重要性を指摘する多数の研究があり、「住居は、人間が社会

的な存在として生活するためのベースとなる場所であり、心身の休息、また家族とのプライベートな

空間としてなくてはならない場所である。そればかりか、社会と関係をとり結ぶ上でも、住居に住み、

当該地域のメンバーであることを証明する住所をもつことは不可欠である。住居は市民権の基礎を

なすものでもあるのだ」小田川（2013）などは的確な指摘であろう。 

                                                  
2 そもそも災害時のことを想定した制度ではなく、震災以前から存在していた「既存民間住宅を活用した借上公営

住宅の供給の促進に関するガイドライン」,国土交通省（2009）が適用された。 



9 
 

そして、人間的社会生活をおくるための最も基盤となるものとして「ハウジング・ファースト」という

概念が提示されている。これは、「住居喪失者に対して就労自立ばかりを強調する施策に対し、ま

ず住宅を提供したうえで、就労支援やその他支援を行う施策のあり方をハウジング・ファーストとい

う。『就労よりも住宅を優先する政策により利点がある』（岩田 2011）」というものである。 

ハウジング・ファーストの考え方には筆者も賛同するが、その後の政策展開のあり方は、単に社

会保障をより拡大すればよいというものではない、と考えている。たとえば、持ち家の年金生活者は

住居の心配はないが、生活に困窮しているケースも多い。一方、生活保護では持家は原則として

認められないから漏給が発生してしまう。住居を自らの持家として確保した場合と、政策的に提供さ

れた場合で、その後の社会保障水準に差がある制度で良いのか、ということである。いわば、「ハウ

ジング・ファーストから」該当者への社会保障を充実させるのか、「ハウジング・ファーストまで」でい

ったん区切り、それからの社会保障水準を検討するのか、という方法論の違いである。 

しかし、ハウジング・ファーストという概念は、非常に重要なものであり、低所得者の居住安定を考

える際には、基本となるものである。 

 

２－３ 低所得者の居住安定に関連する先行研究のレビュー 

 

本節では、低所得者の居住安定に関連する先行研究について、社会福祉領域と建築・工学系

領域における状況の違い（2-3-1）、国内の関連分野の先行研究（2-3-2～2-3-6）、生活保護住宅

扶助費に関連する先行研究（2-3-7）、家賃滞納に関連する先行研究（2-3-8）、空き家に関する先

行研究（2-3-9）、海外の先行研究および日本と欧米の制度比較に関連する先行研究（2-3-10～

2-3-11）、その他の関連する先行研究（2-3-12）に分けて整理する。 

 

２－３－１ 社会福祉領域と建築・工学系領域における研究の概況 

低所得者の居住安定に関連する研究が研究領域によってどのように分布しているのかを調べる

ために CiNii で領域別・雑誌別にキーワード検索を行い、該当する論文数を集計したものが表 2-1

である。 

社会福祉系の領域では、「生活保護」「ホームレス」に関する論文が圧倒的に多く、「住宅政策」

「空き家」「公営住宅」「居住水準」「居住福祉」「家賃」といったキーワードに合致する論文は極めて

少ない。検索ワードの掲載総数でも社会福祉系では全体の 36.0％が「生活保護」「ホームレス」に

関するものとなっている。 

建築・工学系では、傾向は大きく異なり「生活保護」に関する論文は非常に少なく、「ホームレス」

に関する論文も多くはない。一方、「住宅政策」「空き家」「公営住宅」「居住水準」「家賃」といったキ

ーワードに合致する論文は多数ある。構成比では、「居住水準」が 55.7％、「公営住宅」が 38.0％、

「空き家」が 31.3％、「住宅政策」が 27.2％などとなっている。 

このように社会福祉系領域と、建築・工学系領域では、研究傾向に大きな違いがあり、それが本

研究の目指す学際的研究につながっている。 

政策検討についても社会福祉系領域と建築・工学系領域での分断が見られる。表 2-2 は社会

保障審議会と社会資本整備審議会の委員を比較したものである。 
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表 2-1 CiNii での領域別・雑誌別のキーワード検索結果数 

 
 

表 2-2 社会保障審議会と社会資本整備審議会の委員比較 

 

区分 雑誌名
生活保
護

ホーム
レス

住宅政
策

空き家 公営住
宅

居住水
準

居住福
祉

家賃

生活と福祉 1,186 582 13 0 0 0 0 0 0 595 50.2%
賃金と社会保障 9,618 481 54 24 0 0 1 3 11 574 6.0%
公的扶助研究 485 262 2 0 0 0 1 0 1 266 54.8%
社会福祉研究 4,229 84 12 3 0 1 0 3 0 103 2.4%
社会福祉学 6,271 65 37 6 0 4 0 3 2 117 1.9%
季刊社会保障研究 2,329 48 8 19 0 1 0 1 2 79 3.4%
貧困研究 221 25 9 0 0 0 0 1 0 35 15.8%
社会政策 1,996 25 13 5 0 2 2 1 5 53 2.7%

社会福祉系小計 26,335 1,572 148 57 0 8 4 12 21 1,822 6.9%

日本建築学会 109,569 4 20 123 144 384 63 11 65 814 0.7%
都市計画 30,455 5 46 151 90 181 48 30 30 581 1.9%
建築雑誌 52,631 0 4 82 25 68 16 3 19 217 0.4%
都市住宅学 2,539 2 15 148 13 47 11 4 29 269 10.6%
都市問題 14,457 42 19 106 5 23 0 0 1 196 1.4%
不動産学会誌 1,575 0 0 26 14 3 3 0 4 50 3.2%

住宅建築系小計 211,226 53 104 636 291 706 141 48 148 2,127 1.0%
検索日は2015.11.19

検索ワードの掲載総数 4,365 1,958 2,336 931 1,856 253 318 1,089
社会福祉系比率 36.0% 7.6% 2.4% 0.0% 0.4% 1.6% 3.8% 1.9%
建築・工学系比率 1.2% 5.3% 27 .2% 31.3% 38.0% 55 .7% 15.1% 13.6%

建築・工
学系

掲載総
数

CiNiiでの検索ワード毎の検索結果数 小計 掲載率

社会福
祉系

厚生労働省　社会保障審議会関係 国土交通省　社会資本整備審議会関係

委員名 所属 委員名 所属
阿部彩　　 社会保障・人口問題研究所 伊香賀俊治  慶應義塾大学理工学部教授
伊豫雅臣 千葉大学大学院医学研究院教授 井出多加子　成蹊大学経済学部教授
永井良三 自治医科大学学長 越澤明　 北海道大学大学院教授
園田眞理子 明治大学理工学部教授 園田眞理子　明治大学教授
岩田正美　　 日本女子大学人間社会学部教授 岩田正美   日本女子大学名誉教授
遠藤久夫 学習院大学経済学部教授 工藤和美   　東洋大学教授
岡部卓　　 首都大学東京都市教養学部教授 山崎福寿　　 上智大学教授
加藤達夫 国立成育医療研究センター名誉総長 山野目章夫　早稲田大学大学院法務研究科教授
河村小百合 日本総合研究所調査部主任研究員 児玉桂子   日本社会事業大学大学院特任教授
岩村正彦　 東京大学大学院法学政治学研究科教授 篠原聡子     日本女子大学教授
吉川洋 東京大学大学院経済学研究科教授 秋山哲一 東洋大学教授
宮本みち子 放送大学教養学部副学長 戎正晴　 明治学院大学教授・弁護士
宮本太郎　 北海道大学大学院法学研究科教授 升田純　　　 中央大学法科大学院教授
駒村康平　　 慶応義塾大学経済学部教授 松村秀一　　 東京大学教授
見城美枝子 青森大学教授、エッセイスト 松尾弘　　　 慶應義塾大学大学院法務研究科教授
山崎泰彦 神奈川県立保健福祉大学名誉教授 深尾精一   　首都大学東京名誉教授
山田篤裕　 慶應義塾大学経済学部教授 西谷剛　 國學院大學法科大学院教授　　
秋田喜代美 東京大学大学院教育学研究科教授 川口有一郎　早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授
庄司洋子 立教大学名誉教授 浅見泰司　　 東京大学教授
神野直彦 東京大学名誉教授 池邊このみ　 千葉大学大学院園芸学研究科教授
西郷浩 早稲田大学政治経済学術院教授 中井検裕   　東京工業大学大学院社会理工学研究科教授
西村周三 国立社会保障・人口問題研究所長 中川雅之　　 日本大学経済学部教授
大竹文雄　 大阪大学理事副学長 中田裕康　　 東京大学大学院法学政治学研究科教授
大日向雅美 恵泉女学園大学大学院平和学研究科教授 辻琢也  　 　 一橋大学副学長
津谷典子 慶應義塾大学経済学部教授 飯島淳子   　東北大学大学院法科研究科教授
田中滋 慶應義塾大学大学院教授 福井秀夫　　 政策研究大学院大学教授
道中隆　　 関西国際大学教育学部教授 野城智也　　 東京大学教授
栃本一三郎 上智大学総合人間科学部教授 野澤千絵     東洋大学理工学部建築学科教授
白波瀬佐和子東京大学大学院人文社会系研究科教授 櫻井敬子 学習院大学教授
櫻井敬子 学習院大学法学部教授 櫻川昌哉　　 慶応義塾大学経済学部教授 　　　　

齊藤広子   　横浜市立大学国際総合科学部教授
2015.11.19時点

産業分科会不動産部会/住宅宅地分科会/マンション政策部
会/民間賃貸住宅部会/既存住宅・リフォーム部会

社会保障審議会/生活保護基準部会/生活困窮者の生活
支援の在り方に関する特別部会
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厚生労働省の管轄である社会保障審議会関係では、建築・工学系研究者は園田氏のみで、逆

に国土交通省の管轄である社会資本整備審議会関係で社会福祉系の研究者は岩田氏・児玉氏

の 2 名だけである。両者に共通するのは、園田氏、岩田氏、桜井氏（法学）の 3 名であり、低所得

者の居住安定政策が密接に連携すべき政策検討の場において、学問領域の分断が存在すること

を示唆している。 

住宅困窮者の定義も、国土交通省には「住宅確保要配慮者」「反復継続的滞納者」という用語

があり、厚生労働省では「離職者であって就労能力及び就労意欲のある方のうち、住宅を喪失又

は喪失するおそれのある方を対象（住宅手当緊急特別措置事業）」「低所得者」「離職者」「生活困

窮者」「低所得高齢者」といった用語が用いられている。 

このように政策検討の場においても、社会福祉系領域と建築・工学系領域の連携が十分取れて

いない状況も本研究の目指す学際的研究の必要性を示している。 

 

２－３－２ 住居を喪失している人々の実態に関連する先行研究 

住居を喪失している人々の代表的な状況はいわゆるホームレス状態である。ホームレスの実態

に関連する先行研究は多くあり、厚生労働省も 2003 年（平成 15 年）から 2007 年・2012 年と 3 回

の全国調査を行っており、ホームレスの実態に関する全国調査検討会（2012）もある。厚生労働省

（2007）では、ホームレスだけではなく、ネットカフェ等を利用する人々の人数についても報告され

ている。ネットカフェ以外にもいわゆるドヤと呼ばれる簡易宿泊所も、住居を喪失している人々の受

け皿になっており、三大ドヤ街について、大阪市立大学（2011）は大阪の釜ヶ崎、小田・梶川（2007）

は横浜の寿町について、城北労働・福祉センター（2010）は東京の山谷について、それぞれの実

態を、人数を含めて報告している。 

住居を喪失している人々の実態については、その規模よりも居住実態に関する先行研究が多い。

例えば、小田川（2014b）は狭小シェアハウスの課題を指摘しており、岩田（2007）はホームレスを

「安定型」「労働宿舎型」「不安定型」の 3 類型に整理して詳しくその実態を報告している。 

既に住居を喪失している人々ではなく、主に賃貸住宅に居住しており家賃負担を重く感じてい

る人々に関連する先行研究も存在する。上田（2005）や葛西（2007）は母子家庭等の片親世帯の

家賃負担率が高いことを指摘しており、阿部（2014）、阿部・上枝（2014）では家賃滞納の経験等か

ら家賃負担感の高さと貧困の関係を検討している。総務省（2014）は、いわゆる住調だが、世帯年

収も調査対象に含まれており、年間収入が 100 万円未満の世帯は全国で約 331 万世帯おり、その

うち約 186 万世帯が借家となっている。住居を喪失するほどではないが、家賃負担を重く感じてい

る世帯は多いと考えられる。 

また、諸外国のホームレスの状況については、日本総研（2011）や小玉ら（2003）、中村ら（2004）

が詳しい。 

しかし、住居を喪失している、または家賃滞納等によって住居を喪失する蓋然性が高い人々の

全国での規模（人数）を把握または推計した先行研究は見当たらず、本研究でその一端を明らか

にすることは、新規性・独自性を持ち、社会的にも必要とされる結果であると考えられる。 

 

２－３－３ 日本の住宅政策に関連する先行研究 

日本の戦後の住宅政策が持ち家に偏っていたことは事実であるが、それに対する批判は根強

い。住田（2003）は、「持ち家の規模水準は西欧を凌いだものの、借家の水準は旧態依然として貧
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しい。また、地方圏に対し、大都市圏は、相変わらず厳しい住宅問題が払拭できないままに過ぎて

きた」と指摘し、平山（2009）は、「政府は住宅政策を立案し、運営すると同時に、市場・企業・家族

などの動き方に介入し、住宅システムの全体を操作しようとした。～中略～政府の住宅政策は中間

層の持ち家取得促進に傾き、低所得者のための住宅供給は微量のままであった。～中略～日本

が採ったのは、住宅保障を制限する一方、住宅所有を促進するシステムを組み上げ、『普通の人

生』のモデルを使って社会統合を進める方針である」と痛烈に批判している。 

同様に批判的であるが戦後の住宅政策を丹念に検証した本間（2004）、社会学と建築学の両面

から持ち家政策と住宅の商品化を論じた山本（2014）といった研究もある。 

住宅建築の経済的影響を分析した研究には、岩田（1977）山崎（1999）や行武（2012）があり、住

宅建設が経済的成長にどのように貢献したかを論じている。しかし、これらの研究は低所得者の居

住安定といった住宅政策の特質を評価したものではない。 

そして、戦後日本の持ち家政策を居住の安定という観点から積極的に支持する先行研究は極

めて少ない。とはいえ、山田（2010）では、相対的貧困層における住宅の状況として 65-74 歳の持

ち家率および世帯収入に占める家賃比率を非貧困層と貧困層に分けて分析している。それによれ

ば「持ち家率は、非貧困層では 9 割近くであるが、貧困層では 7 割強程度であり、3 割弱が借家で

ある。また、貧困層の中、世帯収入に占める家賃比率が 30％以上であるのは 1 割おり、その比率

が 50％以上という貧困層も 6％存在している」と指摘している。山田は、持ち家政策を積極的に評

価しているわけではないが、持ち家政策によって高齢者の持ち家率が向上し、それが高齢時の貧

困化を抑制しているという面があることは、もっと積極的に評価されるべきではないかとも言えるの

である。逆説的であるが、戦後の持ち家推進政策によって（政策的に意図されたものではないとし

ても）、結果的に現在の高齢者層では、居住安定問題が全体の 15％程度の民間賃貸居住世帯に

限定された（公営住宅世帯では居住安定問題は小さい）、という事実があるのである。 

なお、平山（2011）は、住宅ローンを完済した、もしくはそもそも住宅ローンを使わずに住宅を取

得し債務のない状態をアウトライトということを紹介している。すなわち、高齢時の持ち家は住宅ロ

ーンの支払いが完了することによってそれ以降の住宅費負担が極めて小さくなることで、所得保障

の側面、すなわち自己年金の機能を持つのである3。 

 

２－３－４ 低所得世帯の居住実態に関連する先行研究 

本研究で用いる「低所得者」の定義とは一致するとは限らないが、一般的な低所得世帯や生活

保護受給者の居住実態に関する研究には以下のようなものがある。 

丸山・駒村（2013）では、「住宅・土地統計調査」の個票情報を独自集計し分析を行っており、

「低所得世帯ほど借家であり、特に民間借家の場合は居住水準が低い。また低所得世帯ほど、腐

朽・破損し、日照時間の短い住宅に住んでいる。ただし、低所得世帯でも居住水準は上昇傾向に

ある。」「また単独世帯は所得にかかわらず安定的に低い居住水準の住居に住んでいることから、

所得要因とは異なる理由で質の低い住宅を選好する傾向がある」としている。 

岸岡ら（2012）では、東京特別区の低家賃住宅の実態を国勢調査のオーダーメード集計、賃貸

住宅情報サイト「SUUMO」データの分析、アンケート調査等によって明らかにしている。低家賃住

                                                  
3 筆者は、この高齢時の持ち家による住居費の減少が自己年金の機能を持つことを主張している。宗（2014c・

2015b）など。 
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宅の典型例として「木造で 1990 年頃建てられたもので築 24 年程度、1R か 1K でトイレ風呂は付帯

している。専有面積は 17.5 ㎡程度と最低居住面積水準には程遠いにも関わらず、5 万円から 5 万

5 千円程度の家賃設定である」としており、「居住者の約 6 割が単身者で～中略～世帯収入が低

いほど民借木造に住む割合が高くなる。」と報告している。 

西島（1992）は、低所得階層比率の高い中・高齢の民間借家居住者を世帯収入源別に分析し

生活保護受給世帯と比較することで、生活保護世帯の住宅の基本設備が欠落していること、極め

て不安定な居住状況におかれていること等を明らかにしている。 

そのほか、母子家庭等の片親世帯の居住水準が低く家賃負担も高いことについては上田（2005）

や葛西（2007）の研究があり、居住環境と貧困の関係については阿部（2005）や西村（2010）の研究

がある。上枝（2010）は住宅と生活満足度の関係を報告している。生活保護受給世帯を含む低所

得者世帯の住宅状況と居住水準については調査対象が大阪市西成区に限られたものであるが、

阪東（2006）がある。生活保護受給世帯の居住水準については、厚生労働省社会保障審議会生

活保護基準部会の第 19-22 回：厚生労働省（2014a）でも詳細な結果が報告されており、その内容

を含む報告書が厚生労働省（2015）として発表されている4。 

これらの先行研究で示された低所得世帯の居住実態には注意すべき点がある。丸山・駒村

（2013）でも指摘されているとおり「所得要因とは異なる理由で質の低い住宅を選好する傾向がある」

ことである。具体的には、近隣に同じ程度の家賃負担で住めるより質の高い住宅があったとしても、

そこに引越しをせず、長く住んでいる質の低い住宅に居住を続けている可能性がある、ということで

ある。この点は、中川（2003）が「居住水準を下回った状況も個人や家計の選好の問題と評価でき

る」と指摘している。 

すなわち低所得者の居住実態をより正確に把握するためには、「新たな住居に入居」したときに

その居住水準はどうなっているのか、ということを分析する必要がある、ということである。「新たに住

居に入居」した場合であれば、引越しをすればより良い居住環境になるにもかかわらず、自らの選

好として低質の住宅に住み続けている、という影響を除去することができるのである。 

 

２－３－５ 公営住宅・家賃補助に関連する先行研究 

低所得者の居住安定を図ることを含めて公営住宅・家賃補助に関連する先行研究には、しっか

りとした多数の研究成果の積み重ねがある。 

戦後大量に供給された公営住宅は現在では老朽化しその数量も不足しており、高齢者や低所

得者が多くなっている状況がある。これを久保園ら（2010）は「公営住宅の残余化」と呼び研究を行

っている。残余化については平山（2009）も指摘している。 

また、残余化と同時に数量の不足による公平性の問題を、森田・中村（2004）、金本（1997）、永

井（2009）が指摘しており、平山（2009）は、「『水平の公平性』は同一階層内における公平性、『垂

直の公平性』は上位階層と下位階層の間の公平性を意味する。」と整理している。 

低所得者の居住安定を図るための研究としては、公営住宅の拡充と家賃補助の導入の両方を

求めるもの、公営住宅の拡充は行わず家賃補助の導入を求めるものに大別されるが、公営住宅の

拡充のみを求める先行研究は見つけることができなかった。 

                                                  
4 この議論では筆者の所属する株式会社リクルート住まいカンパニーが運営する不動産情報サイト「SUUMO」に掲

載された賃貸住宅募集情報をデータ提供している。 
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前者としては、小田川（2013,2014a）、平山（2009,2011,2014）、坂庭（2011）、住田（2003）、古川

（2011）などがある。たとえば、「住居の保障については公営住宅の増設や大幅な家賃補助などに

より住居の確保を保障する施策が必要とされる」古川（2011）といったものである。 

後者としては、たとえば、「低所得の住宅弱者対策としては、家賃補助政策が基本になるべきで

ある。しかも、現在の公営住宅のように幅広い層を対象とするのではなく、生活保護世帯に限るべ

きである。」大竹（2005）というものや、「絶対的な住宅不足が解消され、住宅の質の水準が向上し

たことを背景に、住宅問題は『住宅』の問題としてよりも、『所得』の問題として取り組むべき課題とな

り、低家賃の住宅を直接供給するよりも、所得を補足するための金銭給付をあたえる方が、より適

切な政策とみなされるようになったのである。」齋藤（2013） というものがある。 

そして一部には、「先進国で家賃補助がないのは日本くらい」長嶋（2014）、「欧米諸国で財政負

担がかかっても家賃補助制度があるのになぜ日本にはないのか」全借連合（2014）、といった認識

もある。しかし、住宅政策提案・検討委員会（2013）、平山（2009）、齋藤（2013）は、広義の意味で

は生活保護住宅扶助を家賃補助制度に位置づけられると指摘している。国際比較としては、棚橋

（2009）は、「これ（住宅給付）は社会扶助のなかの住宅扶助ではなく、低所得者層に対する『一般

的な住宅給付』のことであり、具体的には『家賃補助』が多い。こうした制度がないのは、ベルギー、

カナダ、日本、韓国、ルクセンブルク、スロバキア、スイスの 7 カ国のみである。」と述べている。 

以上のような先行研究に共通しているのは、公営住宅の定義の狭さであろう。公営住宅とは、原

則として「土地を政府が所有し」「政府の資金によって建築・維持され」「利潤を含まない（もしくは税

による補填を行い）低廉な家賃を提供する」ものである、という暗黙の了解があるように思われる5。

東日本大震災でも、民間賃貸住宅の借り上げによる公営住宅が大規模に運営された実績からも、

公営住宅の定義をより広く捉えた研究・考察が必要であると考えられる6。 

 

２－３－６ 最低居住面積水準等に関連する先行研究 

最低居住面積水準が、最初に導入されたのは、第 6 期住宅建設 5 箇年計画（平成 3：1991～7：

1995 年度）であり単身者で 16 ㎡である。第７・8 期住宅建設 5 箇年計画（平成 8：1996～17：2005

年度）では単身者 18 ㎡（中高齢単身の場合は 25 ㎡）に拡充され、2006 年の住生活基本計画（全

国計画）で単身者 25 ㎡とされ、現在に至っている。2006 年に導入された誘導居住面積水準は、単

身者で 40 ㎡（都市居住型）である。 

上杉・浅見7（2010）は、「住宅の規模水準に関しては、おもに機能ごとに必要な空間の積み上げ

という建築学方法でなされてきた。それ以外にも古くは衛生学的視点、最近では経済学的手法に

よって適切な住宅規模を見積もる試みがなされている」と述べており、2003 年時点の最低居住面

積水準未満の世帯比率は 4.2％と報告している8。 

                                                  
5 準公営住宅的なものとしてはいわゆる「特優賃」「高専賃」や地方自治体による民間賃貸住宅への助成等も存在

するため、「原則として」と前置きをしている。 
6 災害時の民間賃貸住宅を借り上げた公営住宅の研究は存在する。たとえば、中島ら（2014）、中島ら（2015）、塩

崎（2013）など 
7 浅見氏は最低居住面積水準を規定している住生活基本計画を検討した社会資本整備審議会住宅宅地分科会

長とつとめている。 
8 最低居住面積水準未満世帯比率は 5 年毎の住宅・土地統計調査のデータを基に算出されており、2003 年は

4.2％であったが、2006 年に最低居住面積水準が 18 ㎡から 25 ㎡に引き上げられた影響で 2008 年には 4.3％に

若干上昇し、2013 年では 4.2％となっている。2008・2013 年の旧基準 18 ㎡での比率は算出されていないが、旧基
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最低居住面積水準について CiNii で検索してみると、住生活基本計画が決定された 2006 年以

前の研究成果はほとんど検索結果に表示されない。居住水準の決定プロセスは、学術研究成果

の積み重ねと議論によるものというよりは、社会資本整備審議会で有識者が各々の建築学的知見

を持ち寄り、合意を得たというプロセスであることが推察される。 

最低居住面積水準については、「ただし、最低居住面積水準の定義は、『最低限度』の面積水

準ではなく、『基礎として不可欠』という表現になっており、生存権規定にいう『最低限度』の文言と

は厳密には一致していない。」（高齢者住宅財団：2013）という指摘もある。中川（2005）は、「最低

居住面積水準は所得再配分レベルを決定する基準とはなりえても、最低居住面積未満世帯の解

消を目指す政策はそのパターナリスティックな性格をより強めてしまう」と批判している。 

以上のように最低居住面積水準については、必ずしも社会的合意があるとも言えず、厳密な運

用もなされておらず、25 ㎡未満の住居に居住している人々に衛生的に顕著な問題等が発生して

いるという報告もなく、柔軟に解釈・運用される余地があり得るのではないかと考えられる。 

 

２－３－７ 生活保護住宅扶助費に関連する先行研究 

 生活保護住宅扶助費については、小田川（2013）のように制度的変遷や家賃補助の必要性を論

じるものや、平山（2014）のように最低居住面積との関係を研究したものなどがあるが、住宅扶助費

の市場家賃との比較や、市場での家賃分布と扶助基準額の分布の比較など定量的に分析を行っ

た研究は極めて少ない。にもかかわらず、「（東京都内では）53700 円以内9ということになれば、風

呂無しの六畳一間となるだろう」といった根拠が明らかではない記述のある書籍10もある。 

生活保護世帯や低所得世帯の居住水準については、西島（1992）、丸山・駒村（2013）の実証

的研究があり、最低居住面積水準については、阿部・上枝（2014）、平山（2014）等の研究がある。 

実際の家賃データを用いた実証的研究は少なく、特に住宅扶助費が市場家賃と一致している

のか乖離しているのかという実証研究はない。厚生労働省（2014d）では「近隣同種の住宅の家賃

額より明らかに高額な家賃が設定されている疑義の有無」というものが報告されており、「疑義無し」

が 90.4％、「判断ができない」は 9.0％で「疑義有り」はわずか 0.6％とされている。調査方法は「ケ

ースワーカーが、賃貸借契約書の記載内容及び家庭訪問時の目視等により確認」とされている。

ケースワーカーは不動産の専門家ではなく、家賃の適正さについて正確な判断が行えたとは到底

考えられない11。 

しかし、厚生労働省（2014d）では、以下のような項目について詳細な調査結果が明らかにされて

おり極めて価値の高い資料となっている。 

 「4.現在の住居への入居と福祉事務所との関係」：保護開始前後に引越しが行われたか等」 

 「5.現在の住居に転居した時の状況」：引越しが行われた場合の理由等」 

 「6.単身世帯の床面積・住宅設備・建築時期等の状況」：トイレ・浴室の有無等」 

 「9.住宅扶助特別基準額（上限額）に対する家賃額の割合」：家賃と上限額の関係等」 

 「10.共益費・管理費の状況」：管理・共益費の有無等」 

                                                  
準では比率が大きく下がっている可能性もある。 
9 東京 23 区の住宅扶助費の単身上限額 
10 「How to 生活保護 申請・利用の徹底ガイド 雇用不安対応版 2012-13 年板」,現代書館,2012 
11 この調査結果をもとにして「少なくとも 90％は近隣に対して「生活保護だから高い家賃」とはなっていない」といっ

た住宅扶助費は適正に運用されているという主張もある。http://diamond.jp/articles/-/64817?page=2 
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 「11.敷金等及び契約更新料等の支給状況」：敷金の有無や支給等」 

 「12.生活保護受給開始後の家賃額変動の状況」：受給前後の家賃の変動等」 

 「13.近隣同種の住宅の家賃額より明らかに高額な家賃が設定されている疑義の有無」 

家賃の推計については、SHIMIZU et al.（2010）等があり Hedonic 手法を用いて様々な成果を提

示している。 

住宅選択に関する研究では、直井（2016）、砂原（2015a）、田村（2015）、江川ら（2013）といった

研究があり、国の調査では国土交通省（2001・2015）がある。民間の調査にもリクルート（2012・

2015）、アットホーム（2016）、ネクスト（2006）、地域流通経済研究所（2012）といったものがある。し

かし、一定のインセンティブを与えた場合に住宅選択行動がどのように変化するのか、といった先

行研究はない。 

以上のように、生活保護住宅扶助費については市場家賃との比較等を行うことには、十分に社

会的・学術的意味があるのである。 

 

２－３－８ 家賃滞納に関連する先行研究 

家賃滞納を定量的に取り扱った先行研究は極めて少なく、わずかに公営住宅の家賃滞納を研

究した平山（1989）がある程度である。家賃滞納の定性的影響を研究したものでは、家賃滞納を相

対的貧困率の補完指標として扱った阿部（2014）がある。 

一方、民間賃貸住宅の家賃滞納に関する研究がほとんどないにも関わらず、家賃滞納の損失

は大きくはない、という仲野（2010）のような主張や、小田川（2013）のようにもっぱら入居者の保護

に焦点を当てたもの、菊池（2010）のような家賃滞納は所得の低さや離職等によるものであるという

ものもある。 

業界団体の調査としては、日管協総合研究所(2012)の滞納率調査12があるが、この調査には具

体的な金額規模や詳細な定量分析結果は含まれていない。 

家賃滞納の経験や理由等についての定性的な結果についてはいくつかの先行研究がある。阿

部・上枝（2014）では「過去 1 年間の間に金銭的な理由で家賃が払えなかった経験はありますか」と

いう設問に対して 2007 年調査で 8.4％、2012 年調査で 6.6％があると回答していることが報告され

ている。 阿部（2014）では生活困難を表す指標として「過去 1 年間に経済的な理由で賃貸住宅費

を滞納したことがあるか」が分析対象とされており13、貧困との関連性の検討が行われている。 

民間賃貸住宅の家賃滞納について大規模な定量分析を行った先行研究は存在しないが、その

理由には、統一された基準14での十分に多様な属性の契約者を含む大量の家賃支払い情報のデ

                                                  
12 日管協短観は 2008 年度下期より半期単位に発表されており最新版は 2015 年度下期。調査項目に滞納率が

含まれているが、日管協会員へのアンケート調査による景況感の一部としての滞納率調査であり実際の契約デー

タを使用した定量調査ではない。また 2008 年度下期の報告書によれば、滞納率＝未収額(保証会社からの代位

弁済分は未収とする)/集金額であり、件数ベースでの滞納率ではないことにも注意が必要である。また滞納率の分

母は集金額であるので滞納集計の対象は入居中のものに限られ、滞納を残したまま退去した契約者は含まれない

ことにも注意が必要である。なお 2012 年度上期の月末での 1 ヶ月滞納率は 3.3％(全国)、2 ヶ月以上滞納率は

2.0％(全国)である。 
13 いずれの研究でも「経済的な理由」での家賃滞納に限られている点には留意が必要である。家賃滞納の原因は

必ずしも経済的な理由だけではない。 
14 日管協短観では 2012 年上期の全国の月初全体の滞納率は、7.6％、同月末での 1 ヶ月滞納率は、3.3％、同

月末での 2 ヶ月以上滞納率は 2.0％である。月末の滞納率合計は 5.3％と月初滞納率 7.6％よりも低く、月のなか

で滞納率が変化することがわかる。また、月初といっても口座振替の場合には、その結果が判明するのに数日を要
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ータが蓄積されていなかったことがあげられる。ハウスメーカーの関連会社が、数十万件の契約を

保有していたとしても、データの提供を受けることは困難であり15、建物の設計が比較的均質である

ため、家賃設定や入居者属性が一定範囲に偏っていることも想定される。 

金銭の借入れでも返済が遅れる場合があり、その要因についてソーシャル・スキル能力の高低と

セルフ・コントロール能力の高低から分類を行った堂本(2006,2007)の研究がある。これは性格に関

する 5 因子モデルを使っており性格検査の NEO-PI-R や FFPQ を参考にしていると思われる16。 

住居を失うプロセスについては、岩田（2008）が興味深い調査結果を提示している。岩田によれ

ばホームレスに至る経緯として、およそ 20％が民間賃貸住宅居住の家賃滞納・借金・トラブル等が

原因となっている。残りの 80％は、普通住宅（持ち家やアパートなど）から労働住宅（社宅、寮や飯

場など）に移り、その後失業や病気・ケガ・収入の減少等によってホームレスとなっている。 

岩田のいう労働住宅は基本的には家賃が給料から天引きされているケースが多いと思われ家賃

滞納は住居喪失の要因にはなりにくいと考えられる。そのかわり仕事を失うと即座に、居住の安定

が阻害されてしまう。この点は制度設計上留意しなければならない点であろう。そして、労働住宅以

外では、やはり家賃滞納が住居喪失の主要な原因であることが示唆されている。 

以上のように、家賃滞納に関してはその実態を定量的に明らかにすることには、十分に社会的・

学術的意味があるのである。 

 

２－３－９ 空き家に関連する先行研究 

空き家に関する研究動向は、首都大学東京饗場研究室（2015）に詳しくまとめられている。概観

すると 2000 年代初頭までは空き家は議論の対象ではなく、2004 年頃から空き家研究の流れが生

まれてきたことがわかる。 

最近では、小林（2012）、葛西（2015）のように大量に存在するとされている空き家を住宅セーフ

ティネットに活用すべきだという主張もある。これらの主張の前提となる空き家数は、いわゆる住宅・

土地統計調査（総務省：2014 など）の数値が用いられている。 

総務省の数値を用いた先行研究では、米山（2012）・牧野（2014）・長嶋（2014）が空き家の多さ

が社会的な問題であると指摘している。植村ら（2009）・榊原ら（2011）・榊原（2014）は、空き家数は

今後大幅に増加するという推定を行っており、個別地域の空き家の実証研究では、岩見ら（2015）・

西山（2015）・牧野ら（2014）がある。 

空き家を数値として報告しているのは、住宅・土地統計調査だけではなく、国土交通省（2009a）

や東京都豊島区（2012）、東京都三鷹市（2013）、富山県射水市（2013）などの多数の自治体調査

がある。民間の調査としては株式会社タスの TVI（TAS Vacancy Index：タス空室インデックス）といっ

たものもある。これらの調査の空き家率は、住宅・土地統計調査が高く、自治体調査では低くなっ

ているといった傾向があるが、住宅・土地統計調査の空き家数は自明のものとされている。 

住調空き家数・空き家率疑問を呈する研究は、ほとんどなくわずかに小林（2015）の「空き家が経

                                                  
し必ずしも歴日の 1 日が月初というわけではない。このように家賃滞納を正確に把握するためには基準日が必要で

あり、本研究で用いた LICC データは毎月 20 日を基準日としている。 
15 筆者のヒアリングによれば、多くの不動産管理会社等は自社の家賃滞納状況が公開されることを極度に嫌う。も

し近隣の同業他社よりも滞納率が高くそれが公開されてしまうと、賃貸オーナーに対するイメージにマイナスの影響

があるためである。 
16 5 因子モデルや NEO-PI-R、FFPQ については大野木(2004)などを参照。 
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年的に増加していることは間違いないが、空き家率 13.5％は、空き家を広く定義した多めの数値で

あることは留意しておきたい。」という指摘、公開シンポジウム（2015）での「江津市全体として13.1％

と、私たちがある意味自身を持って出した数字。これは住調の島根県全体の数とそんなに違いま

せんが、私たちの実感からそうではない。従って、やっぱり住調で出ている数字はかなり実数より多

いように思えます。」という作野広和（島根大学教育学部教授）の指摘がある程度である。 

米山（2012）は、住調の空き家数・空き家率の分析に加えて「国土交通省の空き家実態調査」

「TVI」「自治体調査」にも言及しているが、住調の空き家数・空き家率が過大に算出されているとい

う立場は取っていない。室田（2014）も「各自治体で実施される実態調査は、住宅・土地統計調査よ

りもかなり少ない数字が報告されており」「空き家の実態把握は難しいと言えよう」と指摘しているに

留まっている。 

海外の空き家率については、（公財）不動産流通近代化センター（2013）があり、欧米の空き家

率の実態を報告している。この報告では欧米の空き家率は、世帯総数を住宅総数で除している数

値を使用しており、空き家調査の結果ではないことに注意が必要である。 

また、周藤（2010）は「適正空き家率、市場外空き家と市場内空き家」という概念を提示している。 

これらの先行研究に対して、低所得者の居住安定へ空き家の利活用を考える場合に、実際に

利活用可能な空き家はどこにどのような空き家がどの程度存在するのか、ということを明らかにする

必要がある。これは住調の空き家率を検証することでもあり、重要な観点である。 

 

２－３－１0 日本と欧米の制度比較に関連する先行研究 

低所得者の居住安定を図るための政策・制度についての日本と欧米との比較に関連する先行

研究には、しっかりとした多数の研究成果の積み重ねがある。 

イギリス・ドイツ・フランス・アメリカの住宅政策全般の研究には小玉・大場・檜谷・平山（1999）があ

る。イギリス・アメリカ・ドイツ・フランスの家賃補助制度及び公共住宅制度の研究には日本住宅総

合センター（2012）があり、イギリス・ドイツ・フランスの制度は住宅政策というよりも所得再配分政策

の色合いが濃いこと、アメリカの家賃補助制度は日本の生活保護住宅扶助費に近いこと等が報告

されている。住宅手当・住宅扶助に特化したものでは、齋藤（2013）があり、米英独仏以外のオース

トラリア・ニュージーランド・カナダ・オランダ・スウェーデン・チェコの家賃補助制度について整理さ

れている。 

欧米と日本の比較では、日本住宅総合センター（2012）が「先進諸国の中でも、わが国は家賃補

助制度を実質的に有していない特殊な国家として分類されるという見方ができる。」と述べているの

に対して、齋藤（2013）は「日本では公的家賃補助がほとんど行われていないと言われるが、広義

に捉えれば、生活保護制度の住宅扶助や第 2 のセーフティネットとしての住宅支援給付によっても

公的家賃補助が行われている。」としている対比が興味深い。先進国における家賃補助制度の有

無については、棚橋（2009）が「これ（住宅給付）は社会扶助のなかの住宅扶助ではなく、低所得者

層に対する『一般的な住宅給付』のことであり、具体的には『家賃補助』が多い。こうした制度がな

いのは、ベルギー、カナダ、日本、韓国、ルクセンブルク、スロバキア、スイスの 7 カ国のみである。」

としており、全借連合（2014）が「欧米諸国で財政負担がかかっても家賃補助制度があるのになぜ

日本にはないのか」と主張していることは正しい認識ではないことがわかるが、家賃補助制度を狭

義に捉えるか広義に捉えるかは重要な視点であろう。 

このほか、欧米主要国の家賃補助に関する篠原（2013）、米英に関する海老塚（2007、2011）な
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どがあり、バウチャーに関する研究では内閣府（2001）がある。法制度としての借家法の比較研究

では、英独仏の借家法の現状をまとめた牛尾ら（2002）の研究がある。 

表 2-3 は欧米各国の家賃補助制度等について先行研究の内容を整理したものである。以下の

内容は、齋藤（2013）、日本住宅総合センター（2012）を基にしており、小玉・大場・檜谷・平山

（1999）、棚橋（2009）も参考にしている。 

 

表 2-3 欧米各国の家賃補助制度 

 

 

家賃補助制度自体は、米国・イギリス・ドイツ・フランスに加え中欧・東欧各国に存在するが、オ

ーストラリア・ベルギー・カナダ・スイス・ポルトガル・スペイン・イタリアには全国的な住宅手当制度は

存在しないとされている。ここから家賃補助制度が先進各国に共通の制度ではないことがわかる。 

米国と英独仏の制度には、明確な相違が 2 点ある。1 点目は米国の制度は、低所得者に給付対

象が限られた（しかも予算に上限のある）家賃補助であるのに対し、英独仏の住宅手当は低所得

者への家賃補助にとどまらず、持ち家世帯への給付が制度として含まれる点である。2 点目は政策

の目的が米国では低所得者の居住安定に特化したものであるのに対し、英独仏では住宅政策と

いうよりも住宅を基準とした所得再配分政策に近いものである点である。 

また、制度運用の面でも、米国の場合は家賃等を政府が直接家主に支払うバウチャー制度であ

るのに対し、英独仏は対象者に金銭給付を直接行う（住宅手当という名目であっても事実上使途

が限定されない）という違いがある。米国の住宅バウチャー制度は英独仏の住宅手当と全く仕組み

が異なり、名称こそバウチャーであるが実質的には、政府による民間賃貸住宅を活用した公営住

国 制度概要
・ 「住宅バウチャー制度」は、バウチャーの交付を受けた世帯が自ら住宅を探した後、家

主と行政が契約を締結し、家賃は家主に直接支払われる。いわゆる家賃補助のイメー
ジとはやや異なる。また、フード・スタンプのような流用問題は原理的に発生しない。

・ ただし、所得等の要件を満たした場合に必ず得られる権利ではない。毎年の予算の範囲でし
か支給されない。この点が欧州各国と根本的に異なる。

・ 仕組み自体は、日本の生活保護住宅扶助が代理納付された場合と極めて近く、受給
世帯数も2009年時点で209万世帯と限定的であり低所得者や住宅困窮者向けの限定

された制度と理解することができる。この点でも日本の生活保護制度と似ている。
・ 低所得賃貸世帯向けの「住宅給付金制度」と、低所得持家世帯向けの「住宅ローン利子の

所得補助」の2制度で構成されている。

・ 家賃自体は、原則として家主へ直接支払われることはなく、住宅補助というよりも所得
扶助の側面が強い。（ただし地方住宅手当というアメリカの住宅バウチャーに近いものも導
入されている）

・ 受給者総数は2009年時点で約461万世帯（総世帯の17.6％）と多いが、公営住宅がサッ

チャー時代に大量に民間（住宅協会）に払い下げられたことも大きい。
・ 住宅手当が存在するが、これは借家世帯だけではなく持家世帯も対象としている。
・ 受給者数は1990年代には385万世帯に達していたが、より利用しやすい失業手当（所得

扶助）が導入されたことにより、2007年時点で58万世帯と住宅手当受給世帯は激減し

ている。
・ このように、制度的には家賃補助というよりも英国と同様に、住宅政策というよりも所得

扶助の側面が強い。
・ 子供有世帯への家族住宅手当、高齢者・身体障害者等向けの社会住宅手当、全国民を対

象とする応能住宅手当の3種類がある。

・ 対象は借家だけではなく持家世帯も対象。
・ 前2種類の受給世帯数は2008年時点で614万世帯に上り、ドイツ・イギリスと同様に住宅

政策というよりも所得扶助の側面が強い。
その他 ・ 先進諸国で住宅手当がないのは日本だけということはなく、オーストリア・ベルギー・カナ

ダ・スイスや、家族間の共助依存の傾向が強いギリシャ・ポルトガル・スペイン・イタリア等の
南諸国でも全国的な住宅手当程度が存在しない国は相当数ある。

米国

イギリス

ドイツ

フランス
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宅制度に近い。制度の概要は以下の通りである。 

 住宅バウチャーの交付が認められた世帯が自ら住居を選択する。 

 住宅が見つかると、対象世帯と家主が賃貸借契約を締結し、同時に公営住宅代理仲介人

（Public Housing Agency：PHA）と家主が補助金契約（Housing Assistance Payment Contract : 

HAP）を締結し、PHA が HAP に基づいて家主に直接補助金としての家賃を支払う。 

 契約対象となる住宅には、衛生・断熱・構造等の物的要件があり PHA が検査を行う。 

 年度予算には上限があり要件を満たす世帯が必ず給付を受けられるとは限らない。 

 PHA が決定する基準家賃額があり家賃全額が必ず支給されるとは限らない。 

米国の住宅バウチャー制度は、家主への直接支払いであり受給者は住宅以外の用途へ流用す

ることが原理的に起きない。予算に上限があること（上限に達すると要件を満たしても受給できず待

ちリストに入ることになる）、物的要件があること、生活扶助の一種であるフードスタンプ等とは独立

した制度であること等の違いがあるが、仕組み自体は日本の生活保護住宅扶助費の代理納付に

極めて近いことは注目に値する。 

アメリカでは家賃滞納があった場合には保安官が比較的簡単に退去させるという指摘17もあるが、

アメリカの借家法は州ごとに制定されており、必ずしも簡単に強制退去に至る訳ではない。また、フ

ランスやイギリスでは退去させられた場合には、公営住宅への入居等の救済措置があり、アメリカで

も自治体や教会等が運営するシェルターに無料で滞在できることも多い。このように欧米では、住

宅手当等の金銭給付だけではなく、住居を喪失した場合の制度も構築されていることにも注目す

る必要がある。 

これらの研究から、同じ家賃補助といってもそれが住宅政策としてのものなのか所得の再配分政

策の要素が強いものなのか（すなわち給付の限定性である）、金銭補助なのか現物支給なのかバ

ウチャーなのか（すなわち給付手法の問題である）、家賃補助を狭義に捉えるのか広義に捉えるの

か（日本の生活保護住宅扶助は家賃補助に含まれるのか含まれないのか）、といった論点が存在

することがわかる。このような欧米各国の制度・政策目的の相違は、日本における低所得者の居住

安定を考えるうえで重要な示唆をもたらす。 

 

２－３－１１ 海外の先行研究 

本研究に関連する海外の先行研究には様々なものがある。 

ホームレス（Homelessness）に関するものでは、ホームレスの現状や原因に関しては Chamberlain 

et al.(1992),Anderson et al.(2003)など、ホームレスへのシェルター等の住宅提供に関しては、

Wright et al.(1987),Kuhn et al.(1998),Burt(2001)といったものがある。 

特徴的なのは、ホームレスに陥った人々には精神疾患を持つものが多いことに着目した

Carling(1993),Tsemberis et al.(2000),Culhane et al.(2002)といった研究である。シェルター等を緊

急避難的に提供するだけでは、問題は解決しないという立場から、ホームレスに陥った原因にまで

さかのぼって研究が進められている点は注目される。 

海外でも住居を失う原因となると考えられる家賃滞納（Rent Arrears）に関するものでは、

Bridgese et al.(2004),Salleh et al.(2010) ,Cowan et al.(2012)といったものがあり、関連した家賃支払

                                                  
17 2009 年 7 月 31 日開催の社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第 23 回）及び民間賃貸住宅部会（第 6 回）

では、民間委員から「訴訟から明渡しまでは約 45 日間で平均的に完了し、退去しない場合は保安官が強制的に

退去させる」という発言があった。 
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い履歴については、PATENT （2003）といった特許もある。また、家賃滞納だけではなく住宅ロー

ンの滞納についても Ghent et al.(2011),Li et al.(2016)といったものがある。日本ではほとんど見ら

れない家賃滞納や住宅ローンの研究が存在するのは、信用情報が比較的簡単に利用できるアメリ

カの特徴であろう。 

住居を喪失させない予防策および所得再配分政策としての住宅手当・バウチャー（Housing 

allowance・Voucher）については、アメリカでは Solomon et al.(2005),Newman et al.(2006)がその制

度と課題等を詳しく報告しており、イギリスでは Kemp et al.(2007)がある。また、バウチャーの評価と

しては、Kling et al.(2004),Kling et al.(2005),Wood et al.(2008)といったものがある。バウチャーの評

価では単に居住を安定させた効果だけではなく、受給者の経済的自立や健康への効果、犯罪へ

の影響、家族の幸福度への影響など多面的な検証が行われている。このことは日本でも必要な将

来の研究課題を示唆しているとも言える。 

さらに住宅手当等の制度面だけではなく、収入に応じた適切な負担で住宅を選択できるという

観 点 （ Affordable Housing ） に 関 す る 研 究 も 多 い 。 政 策 と し て の 研 究 で は 、 Malpass et 

al.(2000),Whitehead(2007) ,DCLG(2007),Glaeser et al.(2008) ,DCLG(2009)といったものがあり、低

所得者への政策効果では、Carter(1997) ,Anderson et al.(2003),CROWLEY et al.(2003),Crowley 

(2003),Nguyen(2005) ,Milligan et al.(2009)といったものがある。これらの研究では、用語として用い

られてはないが、ハウジング・ファーストの考え方に近いものが読み取れる。 

バウチャーでも幸福度に関連する研究が見られたが、多様な人種・宗教・社会階層・民族が国

家を形成しているアメリカでは、それらの多様な人々がどのようにコミュニティを形成すべきなのかと

いう housing social mix に関する研究も見られる。Cole et al.(2000),Musterd et al.(2005),Galster 

(2007)といったものである。日本では、欧米のように人種や民族の異なる多様な人々が目に見える

形では存在しないためこのような研究はあまり見られないが、高齢化による所得・資産格差の拡大

や、正規・非正規といった雇用形態等での格差の拡大等を考えれば、今後の日本でも必要な研究

の方向性を示唆しているとも言える。 

欧州各国では低所得者向けの住宅手当や社会住宅等が提供されている。米国でも予算制限が

あるとはいえ住宅バウチャーが広く利用されている。そのため本研究が目指している学際的な研究

も多く存在するが、今後の日本でも制度構築と同時にこのような研究が必要とされるだろう。 

 

２－３－１２ その他の関連する先行研究 

本研究との関連が薄いように思われるかもしれないが、ここでは幸福度研究、学歴と所得の関係、

行動遺伝学に関する先行研究をあげる。 

大竹ら（2010）は、幸福度研究の結果として、民間賃貸住宅よりも持ち家に居住している場合の

ほうが、幸福度が高いことを示した。松浦（2006）は、「小中学校時の算数数学能力は当然学歴に

も影響すると考えられるが、それだけではなく学校卒業後の年収にも影響する」と述べ、「男性と女

性ともに学校歴が所得に対して有意に影響することが実証された」としている。お茶の水女子大学

（2014）は、親の学歴・年収が子どもの学力と強い相関関係を示すことを報告している。安藤（2011）

は、行動遺伝学の研究成果を一般読者にも分かりやすくまとめており、「行動遺伝学の三原則」とし

て、①遺伝の影響はあらゆる側面に見られる、②共有環境の影響はまったくないか、あっても相対

的に小さい場合が多い、③非共有環境の影響が大きい、をあげている。 

本研究では、家賃滞納の主原因は所得の低さではなく家賃滞納には行動・思考様式が強く影
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響する、という仮説を検証しているが、これらの分析結果を考察する際、上記の先行研究は様々な

示唆を与える。 

たとえば、居住の安定は、就業等の社会的自立だけではなく幸福度にも影響を与える可能性が

あること、家賃滞納の原因となる行動・思考様式には遺伝の影響が存在する可能性があること、遺

伝の影響によって学力に差が生まれ、それが成人後の所得の低さにつながる可能性があること、と

いったことである。 

このような先行研究を視野に入れることで、社会福祉領域と建築・工学系領域にまたがるだけで

はなく、さらに広く学際的研究となる可能性があるのである。 

 

 

２－４ 先行研究の課題と本研究の位置づけ 

 

本節では、これまで整理してきた先行研究から見出される低所得者の居住安定を考えるうえで

の課題を整理し、本研究の位置づけについて述べる。 

 

２－４－１ 先行研究の課題 

本章の第 3 節では様々な先行研究を概観したが、以下のような様々な課題がある。 

1) 社会福祉領域と建築・工学系領域では、研究内容に偏りがあり、連携が必要とされる政策検

討においても分断がみられ、低所得者の居住安定の制度を検討するには学問領域を横断し

た研究が必要である。 

2) 現に住居を喪失している、または喪失する蓋然性が高い人々の実態把握に関する研究が不

十分である。 

3) 高齢時の居住安定には持ち家が貢献している可能性が高いが、その貢献度に関する研究は

十分ではない。 

4) 低所得世帯の居住実態に関連する研究は十分ではない。 

5) 公営住宅・家賃補助に関連する研究では、欧米の家賃補助制度等を日本にも導入すべきだ

という主張が多く見られるが、日本の現状の制度についての研究は十分ではない。 

6) 最低居住面積水準の根拠や例外規定、実際の住宅の空間的分布や量についての研究は十

分ではない。 

7) 住宅扶助費の見直しが行われたが、市場家賃との比較や低所得世帯の居住水準との比較研

究等は十分ではない。また、住宅扶助費が上限額近辺に集中する原因についての研究も十

分ではない。 

8) 住居を喪失する大きな原因であると考えられる家賃滞納についての実証的研究は十分では

ない。 

9) 大量に存在するとされる空き家を、住宅セーフティネット等に活用すべきだという主張もあるが、

そもそもどのような空き家がどこにどの程度の数量存在するのか、十分に研究されていない。 

10) 海外の家賃補助制度等の研究には相当の蓄積があるが、それが日本の現状の制度とどのよ

うに点に違うのか、導入するとしてもどのような課題があるのか、といった研究は十分ではない。 
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２－４－２ 本研究の位置づけ 

本研究では前項で整理した先行研究の課題から、以下の 4 点に焦点をあてて研究成果を示す。 

1) 低所得者の居住安定のための現状の制度はどのようになっているか。欧米の住宅手当等の

制度を導入するにしても、それが日本の現状の制度と何が似ており、何が相違しているのかを

含めて、現状を明らかにする必要があるからである。制度を検討する観点からも、現状の制度

を発展的に変更すべきなのか、別の制度として構築すべきなのか、という点でも現状の制度を

その変遷を含めて把握することは重要である。 

2) 低所得者の居住安定の主要な制度となっている住宅扶助費の現状はどのようになっているか。

特に市場家賃と住宅扶助費の水準はどのような関係にあるか、低所得者の居住水準と住宅

扶助受給世帯の居住水準はどのような関係にあるか、どのようなメカニズムで生活保護受給

世帯の住宅選択行動が行われているか、といった点を明らかにすることは、制度設計のため

の重要な示唆をもたらすからである。そして、住宅扶助受給世帯の規模、必要な財政規模を

把握することは低所得者の居住安定の制度を検討するために重要である。 

3) 住居を失う大きな要因となる家賃滞納の現状はどのようになっているか。その原因と社会的損

失の規模を含めた外部不経済性を明らかにすることは、低所得者の居住安定の制度を検討

するために必要な情報である。そしてその損失は低所得者の居住安定の制度のためにコスト

をかけられるかどうか、かけるべきかどうかの検討のために重要である。 

4) 大量に存在し利活用されるべきだと言われている空き家の実態はどのようになっているか。多

くの場合空き家についての情報は住宅・土地統計調査の数値が前提とされている。すなわち

全国の空き家率は 13.5％と非常に高く、800 万戸を超える空き家が存在する、というものであ

る。しかし、この数値は自治体調査や業界団体調査の数値を大きく上回っており、過大に算

出されている可能性がある。空き家の面積や築年等の品質と空間的分布を、家賃分布と合わ

せて推定・把握することは、低所得者の居住安定の制度を検討するために重要である。 

 

上記4点に、焦点を当てた理由には、低所得者の居住安定のための研究が社会福祉系と建築・

工学系の学問領域で分断されており政策的にも連携が取れていないこと、そもそも低所得者が住

居を喪失する大きな理由であると考えられる家賃滞納の研究の蓄積が充分ではないこと、具体的

解決策としての空き家の利活用についてもその正確な実態や空間的分布、家賃の分布等につい

ての研究の蓄積も充分ではないこと等が上げられる。 

そして、そのような状況を生み出しているのは、低所得者の居住安定に関する検討自体が、学

際的狭間にあり、社会福祉系、建築・工学系の両方を統合した研究として成立していないという背

景がある。 

このため、学問領域をまたがった視点を加え（生活保護は主に社会福祉領域で研究されており、

家賃滞納は建築・工学系の一部で研究されてきた）、住居を喪失しているまたは喪失する蓋然性

の高い人々の規模を推定し、最低居住面積水準の解釈を検討し、海外の制度を参考にしながらそ

の実現可能性を空き家の分布等を参照しながら、低所得者の居住安定の制度の検討を本研究で

は進める。ここに本研究の独自の位置づけがある。 

このようなことから本研究の位置づけは以下のように整理できる。 

1) 具体的な制度提案をともなう社会的貢献度の高い研究成果を提示する。 

2) 研究の視点として社会福祉領域、建築・工学系領域にまたがる学際的視点を持って研究成
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果を提示し、制度の提案を行う。 

3) 思想的にこうあるべきだ、という主張ではなく、現状のコスト、新たな制度のコストを提示し、空

き家の空間的分布等を考慮しながら実現可能で社会的にも許容できる制度提案を行う。 

そして、社会が常に進化し社会全体の厚生を向上させるための議論のきっかけ・出発点としての

位置づけを本研究は持つことを目指している。 

 

２－５ 本研究における方法論 

 

本節では、本研究に用いるデータ（第 1 項）、データ毎の分析手法（第 2 項）、制度検討に至る

検討手順（第 3 項）を整理する。 

 

２－５－１ 本研究で用いるデータ 

本研究で用いるデータは、序章で記述した本研究の目的および前項の本研究の位置づけを達

成するために必要で、かつ利用可能なものから取捨選択を行った。本節ではデータの概要を整理

し、データの詳細については各章で説明を行う。 
 

表 2-4 本研究で用いるデータ 

 

内容 利用章

① SUUMOデータ-1 株式会社リクルート住まいカンパニー住まいが運営する不動産情報サイト
「SUUMO」の賃貸募集広告データ。個人属性情報等は一切含まない。

② RFIデータ-1 RFIが2007.2-2013.1の間に保証審査申し込みを受け契約に至ったデータ。
属性情報等はRFIデータ-2と同様だが、生活保護受給の有無が項目として
追加されている。

③ SUUMO-RFIデータ ①SUUMOデータ-1と②RFIデータ-1を住所・物件名・部屋番号で突合し、
物件属性情報（面積や構造、築年等）と契約情報（家賃、共益費・管理費
等）、契約属性情報（年齢・性別・職業・年収等）を統合したもの。

④ インセンティブの有無が
生活保護住宅扶助費の
選考に与える影響のアン
ケート調査データ

2013.2にネット調査したもの。生活保護受給すると仮定してインセンティブ
の有無によって住宅選択行動（家賃選択行動）がどのように変化するかを
調査したもの。職業や年収等の個人属性情報を含むが、個人を特定できる
情報は含まない。

⑤ LICCデータ 一般社団法人全国賃貸保証業協会（LICC）から提供を受けた家賃弁済履
歴情報。2010.3-2012.12の期間のもので契約件数は約73万件（民間借款
総数に対して約5.5％）、代位弁済情報は約1143万件。個人属性情報は性
別・年齢のみで、個人を特定できる情報は含まない。

⑥ RFIデータ-2 家賃債務保証会社である株式会社リクルートフォレントインシュア（RFI）か
ら提供を受けた家賃債務保証契約データ及び家賃支払い履歴データ。
データは2008.9の1ヶ月間に保証申し込みを受け契約にいたったもの約
7000件。職業や年齢等の個人属性情報を含むが、個人を特定できる情報
は含まない。

⑦ 家賃滞納経験者の行
動・思考様式のアンケー
ト調査データ

2015.3にネット調査したものでサンプル数は822。過去の家賃滞納経験の
有無、日常的な行動・思考様式、消費者金融の利用状況等を調査したも
の。職業や年収等の個人属性情報を含むが、個人を特定できる情報は含
まない。

⑧ 行政関連の統計・調査
データ

住宅・土地統計調査、国勢調査、国土交通省空家調査結果、自治体の空
き家調査結果など。

⑨ ゼンリン建物ポイント
データ

株式会社ゼンリンが提供している全国の建物についての、住所・建物名・
建物種別・階建て・部屋数等を含むデータ。

⑩ SUUMOデータ-2 株式会社リクルート住まいカンパニー住まいが運営する不動産情報サイト
「SUUMO」の賃貸募集広告データ。個人属性情報等は一切含まない。
SUUMOデータ1とSUUMOデータ2はデータ取得日のみが異なる。

⑪ 空き家・空き地に関する
アンケート調査データ

2013.3にネット調査したもの。サンプル数は5151。居住地近隣の空き家の
存在認知、景観の阻害や不審者の出入り等の外部不経済性の認知等を
調査したもの。

⑫ 空き家に関連する制度
の認知に関するアンケー
ト調査データ

2015.3にネット調査したものでサンプル数は3090。空き家対策法や固定資
産税制、滅失登記等の制度に関する認知と、保有している空き家の今後
の利活用や取り壊し等についての意向を調査したもの。

データ

第4章
生活保護住宅扶助費
の市場との比較およ

び住宅選択行動

第5章
民間賃貸住宅におけ
る家賃滞納の実態と

原因

第6章
空き家および民間賃
貸住宅の空間的分布
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本研究では、全部で 12 種類のデータを用いる。表 2-4 は用いるデータの一覧表である。 

大きく分けると、株式会社リクルート住まいカンパニーが運営する不動産情報サイト「SUUMO」の

賃貸募集広告データ、家賃債務保証会社である株式会社リクルートフォレントインシュアの 2 種類

のデータ（ひとつは 2008.9 の単月契約データ、もう一つは生活保護受給者の契約データ）、一般

社団法人全国賃貸保証業協会（以下「LICC」という）の家賃弁済情報データ、株式会社ゼンリンの

データ、行政関連の統計・調査データ及びネット調査のアンケートデータ 4 種類（ひとつは家賃滞

納に関するもの、もう一つは生活保護住宅扶助受給を仮定した場合にインセンティブが家賃選択

行動に与える影響に関するもの、空き家に関するもの二つの 6 つである。 

上記 6 つのデータの特徴・限界等は以下の通りである。 

1) SUUMO データは不動産広告情報であるが、近年はインターネットの普及により掲載される物

件数は膨大な数になっており、そのカバーする範囲は広くある程度市場を代表するデータだ

と言える。ただし、建替が予定されているため新規募集が停止されているもの、家主が高齢化

しているがローン負担はない等の原因で空き室が事実上放置されているものといったデータ

が含まれない可能性がある。また、統計的な手続きによって抽出されたものではないことには

留意が必要である。 

2) RFI データは個別の家賃債務保証会社の契約データであるため、その代表性は保証されな

い。LICC 会員の契約データを使用できればより代表性が高まった可能性が高いが、各社の

プライバシーポリシー等による制約で利用できなかった。しかし、今回使用する RFI データ-2

は、ほぼ無審査のデータであるという特徴を持っており、一般的には入居を拒否されるであろ

う契約者データを含んでいることに特徴がある。入居拒否された契約者こそ低所得者で居住

安定の必要性が高いことは容易に想像され、その意味で非常に貴重なデータである。また、

生活保護受給世帯に関する実証研究に使えるデータは少なく、RFI では生活保護受給の有

無をシステム上で管理しており、生活保護受給世帯ダミーを立てて分析が可能である。これも

貴重なデータである。ただし、生活保護世帯のデータ数は限定的であり、このデータが生活

保護受給世帯を代表しているとは言い難い点には注意が必要である。さらに生活保護受給開

始時に転居するとは限らないが、RFI データは転居した場合（新たに RFI と家賃債務保証委

託契約を締結した）データであることから、転居を伴わない生活保護受給世帯のデータは含ま

れておらず、その意味でもデータの限界があることには十分な注意が必要である。 

3) LICC データは、LICC 会員企業 14 社のデータであり特定企業の保有するデータではない。

そのため比較的、地域・家賃帯・契約者属性・物件属性等の偏りが比較的少なく代表性のあ

るデータだと言える。ただし住宅・土地統計調査のように統計的手法でサンプリングされたデ

ータではないため、市場の実態とは一定の誤差を含む可能性があることには注意が必要であ

る。また、家賃滞納ではどのように督促行為を行うかによってその損失が異なることが考えられ

る。LICC 会員企業は家賃債務保証業を業として営む民間の営利企業であり、一般の個人家

主や小規模な不動産会社等よりも家賃滞納に対する十分なノウハウや人員体制を確保して

いると考えられることから、市場全体よりも家賃滞納の損失が小さい可能性もある。 

4) ゼンリンデータは、ゼンリンの調査員が全国を悉皆調査したものであることが最大の特徴で、

建物数については正確なデータである。ただし建物種別や階建て、部屋数等については判

断できない場合があるためその点に注意は必要である。 

5) 行政関連の統計・調査データは、住宅・土地統計調査や、国土交通省の空き家実態調査、国
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勢調査、自治体の空き家実態調査等である。第 6 章では、住宅・土地統計調査の空き家率・

空き家数が過大に算出されているという前提を置く。ただし、いずれの調査も調査手法として

サンプリング方法等は統計的手続きを経ており大きな問題はないと考えている。第 6 章で論証

するが住宅・土地統計調査で問題となるのは、空き家等を調査員が外観等から判断している

ことにある。 

4 種類のアンケートデータは全てインターネットを利用した調査であり、統計的なサンプリング処

理をなされたものではないことに注意が必要である。インターネットを利用していることをそのものが

回答者属性にバイアスをもたらしている可能性もあり、インターネット調査に対して報酬を得て回答

しているということにもバイアスをもたらしている可能性がある。ただし、それぞれの調査では一定の

サンプル数を確保している。 

このように本研究で使用したデータには、一定の限界が当然あるが、現時点で利用可能なデー

タとしては十分に研究のために使用可能であると判断した。 

これらのデータを、主に第 4 章（生活保護住宅扶助費の市場家賃との比較および住宅選択行

動）、第 5 章（民間賃貸住宅におおける家賃滞納の実態と原因）及び第 6 章（空き家および民間賃

貸住宅の空間的分布）で分析に使用する。一部のデータは第 7 章（低所得者の居住安定に向け

た住宅制度の提案とその適用可能性）でも用いる。 

 

２－５－２ データ毎の分析手法 

第 1 項で説明した 7 種類のデータについて、データの特徴と、どのような分析を意図してどのよ

うな解析手法を用いたか、目的変数・説明変数をどのように選定したかについて以下に概要を整

理する。データおよび分析手法の詳細説明は各章で行う。なお、統計処理には stata14 を使用し

た。 

① SUUMO データ-1 および 2 

SUUMO に 2014.6.10 に掲載された賃貸不動産募集データで、住所、構造、築年、面積、家賃、

管理費・共益費等の情報である。 

地域別に定められた生活保護住宅扶助費以下の物件が、該当地域にどの程度分布しているの

かを集計するのに用いる。また、RFI データとの突合にも用いる。さらに空き家の実態把握のために

ゼンリンデータとの突合にも用い、家賃分布の分析のために単独でも用いる。 

② RFI データ-1 

RFI が 2007.2-2013.1 の間に保証審査申し込みを受け契約に至った契約で、生活保護受給中

のデータで、情報項項目としては RFI データ-1 に生活保護受給の有無、前住居の家賃が追加さ

れたもの。生活保護受給世帯の転居前後の家賃の変動を分析するのに使用する。 

③ SUUMO-RFI データ 

住所、物件名、部屋番号を key に①SUUMO データ-1 と②RFI データ-1 を突合したデータで、

生活保護受給の有無・家賃支払い情報を含む個人属性と、構造や築年・面積といった物件属性を

併せ持つデータ。 

年収 300 万円未満の低所得者と生活保護受給世帯の居住水準（家賃・面積・築年等）の比較の

ための集計に用いる。また、家賃（管理費・共益費を含む）を目的変数として、生活保護受給ダミ

ー・地域・築年・面積・構造・駅距離等を説明変数とする重回帰分析を行うことで、生活保護受給ダ

ミーが家賃に及ぼしている影響を見る。 



27 
 

④ RFI データ-2 

RFI データ-2 は、RFI が 2008 年 9 月の 1 ヶ月間に保証委託申し込みを受け、契約に至った18

データ約 7000 件で、主な登録情報は、保証申込日、契約開始日（入居日）、契約終了日、契約時

の家賃（管理費・共益費を含む）、毎月の実家賃（同）、敷金・礼金の有無、性別、年齢、本人年収、

職業、同居家族、緊急連絡先、入居前の住居形態、国籍、生活保護受給の有無、である。毎月の

家賃支払い情報は、2013 年 6 月までの 5 年弱のものが含まれている。 

RFI データ-2 に、家賃滞納の有無のフラグを立て、年収と家賃の比率、申し込みから入居まで

の日数を算出した。そのデータを用いて、家賃滞納を引き起こしてから 1 年後の入居率を算出する

ことで家賃滞納の居住継続に与える影響を見る。その上で、家賃滞納 3 ヶ月に至ったかどうかを目

的変数に、各種属性データをダミー変数として説明変数に用いる 2 項ロジスティック回帰分析を行

う。さらに、それを地域別にモデルを分類し、家賃滞納の影響を探る。 

⑤ LICC データ 

LICC データは、LICC 会員 13 社それぞれが保証委託申し込み者から同意を取得して、その契

約情報、家賃弁済情報を登録したもので、主な登録情報は、契約開始日、契約終了日、初回契約

時家賃（管理費・共益費等を含む）、毎月の代位弁済情報（家賃支払い情報）19、性別、年齢である。 

各レコードから契約開始日を基準に経過月数を算出し、経過月数によって家賃滞納率、累計滞

納額がどのように推移するかを集計し、全体の滞納額に対する滞納月数毎の構成比率等を算出し

ている。なお、本研究の基となった査読付き論文では、滞納の有無を目的変数にして、家賃帯（1

万円毎）、地域、性別、年齢階層（10 歳刻み）を説明変数にして 2 項ロジスティック回帰分析を行っ

ているが本研究にはその結果は掲載していない20。 

⑥ ゼンリンデータ 

ゼンリンデータは、SUUMO データと突合して空き家率算出の分母として使用する。 

⑦ 行政関連の統計・調査データ 

住宅土地統計調査の空き家率・空き家数を検証するために、比較対象データとして国土交通省

の空家実態調査、国勢調査世帯数、各自治体の空き家実態調査を用いる。 

⑧ インセンティブの有無が生活保護住宅扶助費の選好に与える影響のアンケート調査データ 

このアンケート調査は、SUUMO データ、RFI データ-2、SUUMO-RFI データを用いた生活保護

住宅扶助費の分析に関連して設計されたもので、生活保護住宅扶助費額の認知、生活保護を受

給すると仮定した場合の引越し意向等を調査したものである。現在の家賃より住宅扶助費が高い

場合、住宅扶助費の上限額と実家賃の差額がインセンティブとして現金支給された場合等にわけ

て、引越し意向を集計する。 

                                                  
18 この 1 ヶ月にデータを限定したのは、2008 年 8 月に当時の業界最大手の株式会社リプラスが経営破綻し、その

混乱のため該当の 1 ヶ月は保証審査申し込みが激増し、RFI は十分な受付審査が出来なかった、という特殊な事

情があるためである。十分な審査が出来なかったことにより、本来であれば滞納確率が高いと判断され契約に至ら

なかった属性の契約者を含んでいる。これがこのデータの代表性を高めていると考えた。 
19 代位弁済情報（家賃支払い情報）とは、家賃滞納情報ではない。家賃が滞納された場合には、家賃債務保証会

社が契約者に代わって（代位して）滞納家賃を家主に支払う。この支払いの有無と金額を代位弁済情報と呼んでい

る。したがって、代位弁済がない＝家賃滞納がない、ということであり、家賃が正常に支払われた、という情報を含

む。全体でみれば正常支払い情報のほうが圧倒的に多く、決して「家賃滞納ブラックリスト」ではないのである。 
20 掲載していない理由は、より詳細な個人属性情報を持つ RFI データで同様の分析を行っており、その結果を本

研究に掲載しているためである。 
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⑨ 家賃滞納経験者の行動・思考様式のアンケート調査データ 

このアンケート調査は、LICC データ・RFI データ-2 を使った家賃滞納の分析に関連して設計さ

れたもので、家賃滞納の経験の有無と年齢によって回答者の割付を行い、日常の行動・思考様式

（40 項目）と金融資産額、生活保護受給の有無、滞納の有無、滞納時の気持ち、住宅ローン等の

借入れ及びその滞納の有無等を調査したものである。 

行動・思考様式の回答を基に因子分析を行い 4 つの因子を抽出したうえで、3 ヶ月以上の家賃

滞納の有無を目的変数に、世帯年収、金融資産、職業、婚姻の有無、子どもの有無、生活保護受

給の有無、行動・思考様式の因子を説明変数にして、2 項ロジスティック回帰分析を行い、滞納理

由の集計、住宅ローン等の借入れ及び滞納の有無について集計する。 

さらに、家賃滞納 3 ヶ月に至るかどうかについて構造方程式モデリングによるパス解析を行う21。 

⑩ 空き家・空き地に関するアンケート調査データ 

このアンケート調査は、空き家の実態把握のために設計されたもので、全国の都市区分別に回

答者の割付を行い、空き家・空き地の存在認知、外部不経済性認知を調査したものである。調査

結果は、マンション・アパートや戸建てといった建物区分毎、東京 23 区・政令指定都市・地方都市

といった都市の区分毎のクロス集計を行う。 

⑪ 空き家に関連する制度の認知に関するアンケート調査データ 

このアンケート調査は、空き家の実態把握のために設計されたもので、男女の 40 歳以上に回答

者の割付を行い、空き家対策法等の制度認知、保有する実家等の今後の利活用方針等を調査し

たものである。実家等の保有状況や、制度認知、保有する実家等の今後の利活用方針等の分析

を行う。 

 

２－５－３ 制度提案に至る検討手順 

低所得者の居住安定に寄与する制度提案に至る検討手順は以下の通りである。データの独自

性、実務経験に基づいた広い範囲の知見を基にした検討を行うのが、本研究の方法論の大きな特

長となっている。 

また、欧米諸国の家賃補助制度では政策目標が低所得者の居住安定を目的としたもの（米国

の住宅バウチャー制度）と住宅水準を基準とした所得再配分を目的としたものがあり、単純に家賃

補助として同じものだとは認識できないこと、従って日本にそのまま欧米の制度を単純に導入すれ

ば良いというものではないということにも特に注意を払い、以下のような手順で検討を進める。 

 居住安定が阻害される主要な原因だと考えられる家賃滞納の外部不経済性について、家賃

滞納分析の結果と、家賃債務保証業界の状況等を組み合わせて検討する。 

 低所得者の居住安定のためほぼ唯一の家賃補助政策としての生活保護住宅扶助の課題に

ついて、生活保護住宅扶助費の研究結果と、生活保護の制度的変遷、運用上の成果を組み

合わせて整理する。 

 家賃補助を巡る議論を、家賃補助の観点、公営住宅を巡る観点、給付方法としてのバウチャ

ーの機能的側面等から整理する。 

 大量に存在し利活用可能だとされている空き家の数量および家賃や面積等を考慮した空間

的分布を明らかにする。 

                                                  
21 潜在変数を想定した共分散構造分析ではなく、単純なパス解析である。 
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 制度の考察は、以下の 8 点を基に行い、具体的な制度を提案する。 

1) 政策目的  ：低所得者の居住安定か、より広い所得再配分を視野に入れるかな 

 どの視点及び公共性・社会的合理性の検討。 

2) 給付対象  ：対象を限定的に考えるか、より広く考えるかといった視点や、対象と 

なる人々の規模の検討。 

3) 生活保護の課題 ：住宅扶助の単給化等で対応できないのかといった視点や、生活保 

護制度との関係性等についての検討。 

4) 給付方法  ：現金給付（家賃補助）か、バウチャーか、現物支給（公営住宅）かと 

いった検討や契約方法等についての検討。 

5) 最低居住面積水準：絶対的基準なのか、例外規定をどのように解釈すべきかといった点 

についての検討。 

6) 必要住宅の確保 ：利活用可能な空き家等は十分にあるのか、どこにあるのかといった 

空間的分布や家賃の分布についての検討。 

7) サービス提供主体 ：行政のサービス運営主体や、実務をどのようにすれば効率的に行 

える体制が構築できるかについての検討。 

8) コスト   ：公営住宅と比較したコストや、社会保障政策全体への影響等につ 

いての検討。 

 検討された制度を前提にして、立法事実の存在、住宅確保の可能性、体制の運営可能性、コ

スト合理性、制度認知と受容性、生活保護制度の関係、インセンティブの検討、社会的合意

形成について検討を行う。 

 結論をとりまとめ、残った課題、今後の研究の方向性について検討を行う。 

 

２－６ 本研究の特長 

 

本研究の特長には、以下のようなものがあげられる。 

 

① 学際性 

本研究の学際性として、以下のようなものがあげられる。社会福祉領域で研究されてきた生活保

護や住宅ミニマム・住宅セーフティネット等の社会課題と、建築・工学系で研究されてきた住宅政

策・最低居住面積水準等の居住水準・公営住宅等の社会課題に対して、社会福祉の視点と建築・

工学からの視点を組み合わせた成果を提示することを試みている。 

具体的には、まず、厚生労働省関係の生活保護制度や住宅手当といった政策と、国土交通省

関係の賃貸住宅補助事業や居住支援協議会といった政策および賃貸管理業者・サブリース業者・

家賃債務保証業者といった事業者に関する状況を横断的に整理していることがある。 

次に研究の蓄積が乏しく住居を失う大きな原因となっている民間賃貸住宅の家賃滞納について

その経済的損失の規模を推定し、家賃滞納は所得の低さが主な原因ではなく、その背景に行動・

思考様式が大きく影響していることを示している。このことは、社会福祉の観点から見れば、金銭支

援以外の生活支援の重要性を示唆しており、建築・工学の視点から見れば、ハードとしての住宅

の要件だけではなく、居住者の状態・属性を考慮した住宅政策、都市計画が必要であることを示唆

している点があげられる。 
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さらに、社会福祉領域では、その実態を詳細に把握することなく空き家の低所得者向け住宅へ

の利活用が指摘されることが多い状況に対して、工学・建築的観点からその実態と空間的分布を

明らかにすることで、社会福祉領域と工学・建築的領域の視点を結節することを試みている。 

結論としての制度提案でも、低所得者向けの住宅政策が必要であるという概念を提示する社会

福祉領域の考え方と、工学・建築的観点からの具体性のある解決策を組み合わせて提示している

点も本研究の持つ学際性としてあげられる。 

② 新規性 

本研究の新規性として、以下のようなものがあげられる。低所得者向け政策について、国土交通

省・厚生労働省の両面から、生活保護制度や住宅手当、賃貸住宅補助事業、居住支援協議会等

の政策の詳細を整理している点、研究の蓄積が乏しい賃貸管理業、賃貸サブリース業、家賃債務

保証業についてその成立の経緯、機能の比較を整理している点などである。 

そのうえで具体的な研究として、生活保護住宅扶助費について独自のデータを用いた市場家

賃との比較・低所得世帯との居住水準の比較を行っている。また、居住安定の阻害要因である家

賃滞納の実態およびその原因について独自のデータを用いた分析を行い、家賃滞納の外部不経

済性は大きく、その原因は所得だけではなく行動・思考様式の影響が強いという新しい論証を行っ

ている。 

さらに、住宅・土地統計調査の数値をそのまま用いている研究・議論が多い状況のなか、空き家

の実態を、各種調査の比較や独自データから明らかにし、空き家の空間的分布も示しながら、低

所得者の居住安定に向けた実現可能な新しい制度提案を行い、今後の研究課題の方向性を示し

ている点もあげられる。 

③ 独創性 

本研究の独創性として、以下のようなものがあげられる。家賃債務保証会社のデータから生活保

護住宅扶助費の検証を行うという着想、家賃滞納の原因は所得の低さだけではないのではないか

という仮説に基づく行動・思考様式を把握するアンケートを基にした分析、広く自明のものとされて

いる住宅・土地統計調査が示す空き家率、空き家数が実態とは異なるのではないかという仮説に

基づく住宅・土地統計調査空き家率・空き家数の検証と SUUMO・ゼンリンデータを用いた地域別・

面積別・築年別の空き家率の推定、最低居住面積水準には例外規定があり、それを活用すれば

限定的とはいえ低所得者の居住安定のために利活用できる住宅を確保することができるのではな

いかという着想などである。 

④ 有用性 

本研究の有用性として、以下のようなものがあげられる。生活保護住宅扶助費が市場家賃と乖

離していること、不適切な上乗せが行われている可能性を示したこと、家賃滞納の原因が所得の低

さだけではないことを示したこと等で、より適切な政策検討を行うことができる点である。 

また、空き家の実態は空き家率 10％弱、空き家数 4-500 万戸程度であるという推定を示すこと

で、過剰な空き家対策等を実施しないことで行政職員の負荷を下げ、行政効率を向上させることが

できる点も上げられる。そのうえで、新しい低所得者の居住安定のための制度提案によって、より適

切な政策検討を行うことができるといった点も上げられる。 

⑤ 信頼性 

本研究の信頼性の根拠としては以下のようなものがあげられる。生活保護住宅扶助費に関して

は宗（2016a）、民間賃貸住宅の家賃滞納に関しては宗（2014a,2015,2016b）、空き家の実態につ
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いては宗（2014b）といった査読付き論文（投稿中及び投稿予定を含む）の内容を基盤としている。

これらの研究で用いたデータには一定の限界があるものの、今まで活用されてこなかった家賃債

務保証の業界団体や民間企業のデータを、その限界を踏まえた適切な処理を行ったうえで研究

成果を提示している。 

また、住宅・土地統計調査の検証では、国土交通省調査や自治体調査、国勢調査、SUUMO・

ゼンリンデータといった民間企業のデータを組み合わせて比較検討・論証を行っている。 

⑥ 応用可能性 

本研究の応用可能性として、以下のようなものがあげられる。本研究で提示した論点を起点に、

本研究で用いたデータを活用すれば、今後の研究課題で示しているような様々な新たな視点に基

づく研究への展開できる可能性がある。 

また、今後は本研究で示した空き家率や滞納率を継続的に把握し、その変化を空き家対策や

居住安定政策に関連する予算額と比較することで、それらの政策の有効性の検証を行うこともでき

る可能性がある。さらに、建築着工数や人口移動率等と空き家率の変化を比較することで、空き家

の発生原因分析や空き家数の予測を行うといった研究への展開も考えられる。 

国際的な視点としては、本研究で提示した賃貸住宅関連の制度や業態、家賃滞納率・家賃滞

納額や家賃滞納の原因、空き家率や空き家の空間的分布といった研究成果と欧米各国との比較

研究を行うことともできる。さらに住居喪失に至るプロセスに影響を及ぼす行動・思考様式について

も国民性の違いや社会環境の相違といった諸外国の制度検討に対する貢献も考えられる。 

 

これらの特長とともに本研究では、残された検討課題、今後の研究の方向性を示すことで、社会

的に貢献できる研究としての意義をもつことができると考えている。 
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